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(57)【要約】
　本発明は、本質的に、トンネル、特に交通用トンネル
覆工用のコンクリート製のタビングを作製する方法であ
って、該タビング１は凸状に湾曲した外面２と、該外面
２の反対側の凹状に湾曲した内面３とを備える方法に関
する。上記方法は、ａ）分散接着剤層５と熱可塑性密封
層６とを備える膜４を上記外面２上に、更には該外面２
と繋がっている上記タビングの外側面７、８の少なくと
も１つの側面上に少なくとも部分的に配置する工程であ
って、該分散接着剤層５が該タビング１に面している、
工程と、ｂ）熱を供給することにより、該分散接着剤層
５を溶融させる工程と、ｃ）該分散接着剤層５を冷却す
ることにより、該膜４と該タビング１との間に接着結合
を形成する工程と、を含む。
【選択図】図２



(2) JP 2016-510094 A 2016.4.4

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　トンネル、特に交通用トンネル覆工用のコンクリート製のタビングを作製する方法であ
って、該タビング（１）は凸状に湾曲した外面（２）と、該外面（２）の反対側の凹状に
湾曲した内面（３）とを備え、該方法は、
　　ａ）分散接着剤層（５）と熱可塑性密封層（６）とを備える膜（４）を前記外面（２
）上に、更には該外面（２）と繋がっている前記タビングの外側面（７、８）の少なくと
も１つ、特に全ての側面上に少なくとも部分的に配置する工程であって、該分散接着剤層
（５）が該タビング（１）に面している、工程と、
　　ｂ）熱を供給することにより、前記分散接着剤層（５）を部分的に溶融させる工程と
、
　　ｃ）前記分散接着剤層（５）を冷却することにより、前記膜（４）と前記タビング（
１）との間に接着結合を形成する工程と、
を含む、方法。
【請求項２】
　前記膜を初めに、該膜が前記タビングの凸外面を超えて張り出す少なくとも１つの縁部
を有するように、該外面に付着、好ましくは結合させ、続いて前記分散接着剤層を、任意
に熱を供給することにより工程ｃ）後の該膜の張り出した縁部の領域にて部分的に溶融さ
せ、冷却することにより、該膜（４）と該タビングの外側面又は隣り合うタビングの膜と
の間に接着結合を形成することを特徴とする、請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　前記タビングが前記外側面（７、８）の周囲に伸びる密封溝（１０）を備え、該密封溝
内に密封体（１１）が配置されていることを特徴とする、請求項１又は２に記載の方法。
【請求項４】
　前記密封層（６）が、前記外面（２）と繋がっている前記タビングの外側面（７、８）
の全ての側面上に部分的に、特に前記密封溝（１０）まで配置されることを特徴とする、
請求項１～３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項５】
　前記熱可塑性密封層（６）がポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）を含有することを特徴とする、
請求項１～４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項６】
　前記タビングが前記外面（２）と前記分散接着剤層（５）との間に密封塗膜（１２）を
備え、該密封塗膜がメタクリレート樹脂、ポリエステル樹脂、エポキシ樹脂、ポリウレタ
ン、好ましくは分散接着剤の形態のポリウレタン、及びポリ尿素からなる群から選択され
ることを特徴とする、請求項１～５のいずれか一項に記載の方法。
【請求項７】
　前記密封塗膜（１２）が更に、全ての前記外側面（７、８）上に少なくとも部分的に配
置されていることを特徴とする、請求項１～６のいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　前記分散接着剤層（５）における前記分散接着剤がポリウレタン分散接着剤、好ましく
は水分散液であることを特徴とする、請求項１～７のいずれか一項に記載の方法。
【請求項９】
　前記分散接着剤層（５）が少なくとも１つ、好ましくは１つの不飽和Ｃ＝Ｃ二重結合を
有する少なくとも２つのモノマーのラジカル重合により得られるコポリマー、好ましくは
エチレン／酢酸ビニルコポリマーを含むことを特徴とする、請求項１～８のいずれか一項
に記載の方法。
【請求項１０】
　前記分散接着剤層（５）が、６０℃～１２０℃、特に７０℃～９０℃の範囲の溶融温度
の分散接着剤を含むことを特徴とする、請求項１～９のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１１】
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　前記分散接着剤層（５）の塗布重量が５０ｇ／ｍ２～１０００ｇ／ｍ２、特に２００ｇ
／ｍ２～４００ｇ／ｍ２であることを特徴とする、請求項１～１０のいずれか一項に記載
の方法。
【請求項１２】
　工程ｂ）において、熱を工程ａ）における前記膜（４）の配置の際に、特に前記配置の
際に前記分散接着剤層（５）と前記タビング（１）との間に形成される間隙（１３）へと
供給することを特徴とする、請求項１～１１のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１３】
　工程ｂ）において、熱供給を前記分散接着剤層（５）の反対側に位置する前記膜（４）
上で行い、該熱は前記熱可塑性密封層（６）を介して該分散接着剤層（５）へと伝播し、
好ましくは該膜（４）を、連続した表面／縁の結合が起こるように前記外面（２）の結合
後における前記外側面上への少なくとも部分的な新たな熱供給により深絞りすることを特
徴とする、請求項１～１１のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１４】
　工程ｂ）において、熱供給を、前記分散接着剤層（５）が少なくとも２０℃、好ましく
は少なくとも３０℃で該分散接着剤層（５）の融点未満の温度を超えないように行うこと
を特徴とする、請求項１～１３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１５】
　請求項１～１４のいずれか一項に記載の方法により得られるタビングを含有する構造物
、特にトンネル。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明はトンネル、特に交通用トンネル覆工用のコンクリート製のタビングを作製する
方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　本開示及び解決することができる課題は任意の所望の建築分野に適用可能であるが、交
通用トンネルに関して下記でより詳細に説明する。
【０００３】
　シールド駆動技法を使用する機械式トンネル建設の分野において、内殻には、プレハブ
の鉄骨鉄筋コンクリート部材が使用されている。これらのプレハブのコンクリート部材は
、専門用語では「タビング」と呼ばれ、プレハブ工場で予め作製しておき、規定のコンク
リート強度に達するまで一定期間保管した後に、必要に応じて設置するためにトンネルチ
ューブ内に配置される。そこで、タビングはタビング据付装置、いわゆる「エレクター」
によって持ち上げられ、トンネル掘削機のシールドの保護下でタビングリングに組み立て
られる。トンネル掘削機が、直前に設置されたタビングに対して油圧式ジャッキを用いて
それ自体を支えながら前進した後、新しいタビングリングが、シールドの保護下で嵌合さ
れる。このようにして、掘削機は、「１つのタビングリング毎に」土壌を通って侵入し、
トンネルライニング（タビングリング）と土壌との間に残る環状空隙は、沈下を防止する
ために、例えば、モルタルで連続的に充填される。
【０００４】
　標準の交通用トンネルだけでなく、特定の地質条件の下では、家庭、商業、又は工業用
建物のいわゆる補給用又は処分用トンネルも、特に排水若しくは浄水の一括（central）
運搬を提供する大口径の汚水若しくは配水本管の形態において、又は高電圧線に対応する
ためのケーブルトンネルとして、上述のセグメント化された建設技法を使用するタビング
拡張方法によって作製される。しかしながら、これらの適用分野全てにおいて、完全に衛
生的な飲料水の品質を維持するため、又は土壌水分が導電体に浸透することに起因する機
能故障を防止するためであろうと、トンネルのタビングライニングの不浸透性及び耐久性
には多大な要求が発生する。
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【０００５】
　したがって、現在まで、トンネル建設においては、外部トンネルに面する、タビングの
凹状に湾曲した外面の最終密封、及び／又は追加の第２のタビングリングの作製のために
、別の第２の作業工程が用いられている。
【０００６】
　ポリマーライニングが設けられたタビング要素の作製についての特許文献１に記載の方
法では、他の物質の中でもゴム／アスファルト混合物に基づく接着剤が使用されている。
しかしながら、これらの接着剤の不利点は、より長期間に亘って起こるクリープによりコ
ンクリート表面からのポリマーライニングの剥離が引き起こされる場合があることである
。水がこれらの隙間に浸透し、トンネル壁が凝固点未満の温度に曝されると、結果として
タビング要素の損傷が起こる場合がある。
【０００７】
　特許文献２に記載の方法では、様々な酢酸ビニル含量のエチレン酢酸ビニルから作製さ
れた水密膜をタビングのコンクリート表面に接続している。これは生コンクリートを膜上
に流し込むことにより行われ、その結果生コンクリートのアルカリ性に起因してポリマー
における酢酸ビニル単位の部分加水分解が起こる。次いで結果としてこのようにして放出
されたビニルアルコール単位により膜とコンクリートとが接着される。しかしながら、こ
の手法の不利点は特別なエチレン酢酸ビニル混合物の使用に限定されることであり、この
混合物は全ての用途に適した密封特性を有している訳ではない。加えて、膜は生コンクリ
ートに接触させなければならず、そのため膜が続くタビングの保管及び輸送中に損傷を受
ける場合がある。
【０００８】
　タビングリングはそのサイズに起因して、製造プロセスにおいて個々のプロセス工程間
にて、特に一時的な保管の必要がある場合、多くの空間を必要とする。そのため製造プロ
セス、特に保管時間の短縮に多大な関心が寄せられている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開平０３－２１２６００号
【特許文献２】特開２００２－２９４０１５号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　したがって本発明の目的は、タビングがタビングリングの外側での水分から保護及び密
封されると同時に迅速な製造プロセス、特に短い一時保管期間が確保されるように、タビ
ングの作製を改善することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明によれば、これは請求項１の特徴により達成される。
【００１２】
　本発明の本質は、トンネル、特に交通用トンネル覆工用のコンクリート製のタビングを
作製する方法であって、該タビング１は凸状に湾曲した外面２と、該外面２の反対側の凹
状に湾曲した内面３とを備え、該方法は、
　　ａ）分散接着剤層５と熱可塑性密封層６とを備える膜４を前記外面２上に、更には該
外面２と繋がっている前記タビングの外側面７、８の少なくとも１つ、特に全ての側面上
に少なくとも部分的に配置する工程であって、該分散接着剤層５が該タビング１に面して
いる、工程と、
　　ｂ）熱を供給することにより、前記分散接着剤層５を部分的に溶融させる工程と、
　　ｃ）前記分散接着剤層５を冷却することにより、前記膜４と前記タビング１との間に
接着結合を形成する工程と、
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を含む、方法。
【００１３】
　タビングは設置状態でトンネル内部へと向いている凹状に湾曲した内面と、設置状態で
周辺地盤へと向いている反対側の凸状に湾曲した外面とを備える環状セグメント型構造を
とる。これら２つの表面は側方の４つの更なる表面、すなわち設置状態で同じタビングリ
ングの隣接タビングの対応する長側面と接する２つの長側面と、設置状態で隣り合うタビ
ングリングの隣接タビングの対応する端側面に接する２つの端側面とを介して側方的に接
続されている。
【００１４】
　本方法は有益なことに、膜がタビングの凸外面を超えて張り出す少なくとも１つの縁を
有するように、膜を初めに外面上に付着、好ましくは接着させ、続いて分散接着剤層を、
任意に熱を供給することにより工程ｃ）後に膜の張り出した縁の領域にて部分的に溶融さ
せ、冷却することにより、膜４とタビングの外側面又は隣り合うタビングの膜との間の接
着結合を形成することによって更に改善することができる。
【００１５】
　本発明による方法により作製されたタビングを用いると、トンネル外部に面するタビン
グの凹状に湾曲した外面の最終密封には別個の二次的作業工程は必要なくなる。加えて、
考え得る第２のタビングリングが省かれる。さらに、水密性及び腐食性の地下水に対する
耐性の点で従来のタビングよりもはるかに優れていることから壁厚がより薄いタビングを
使用／作製することができる。これら両方の特徴から、トンネル壁の空間要件が低減し、
その結果として内部空間が増大するとともに、要求される建築材料が削減される。さらに
、本発明に従って作製されるタビングにより、代替的なより低水密性で、かつより低耐腐
食性のコンクリートタイプの使用が可能となる。その上、本発明による方法により作製さ
れたタビングから作製されたタビングリングは優れた漏出保護及び気密性（leak-tightne
ss）を備える。
【００１６】
　膜とタビングとの間の接着結合の形成に分散接着剤層を使用することにより、数分後に
は既に、結合した基層間に強い力を伝播することができることが分かっている。例えば分
散接着剤層の冷却直後に、最終コンクリート部材を作製する工場において使用されるグリ
ッパー（通常、真空グリッパー）にてタビングを動かすことができる。この迅速な強度の
確立は、接着にクランプ等の機械的付着手段を必要としないという点で有益である。その
上、これにより、短い一次保存期間を伴う迅速な製造プロセスが可能となる。さらに外面
の接着後、熱供給により外側面上での膜の深絞り（deep drawing）が可能となり、その結
果２つの外側面間の境界にて膜を融着する必要がなくなる。
【００１７】
　本発明の更なる有利な実施の形態は従属クレームによるものである。
【００１８】
　本発明の更なる態様は付加的な独立クレームの主題である。
【００１９】
　以下において図面を参照して本発明の例示的な実施形態を更に詳細に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００２０】
【図１】タビングの横断面図である。発明を即座に理解するのに必須な要素のみを示して
いる。
【図２】タビングの更なる横断面図である。発明を即座に理解するのに必須な要素のみを
示している。
【図３】本方法の工程ａ）及び工程ｂ）を示す図である。発明を即座に理解するのに必須
な要素のみを示している。
【図４】本方法の工程ａ）及び工程ｂ）を示す図である。発明を即座に理解するのに必須
な要素のみを示している。
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【発明を実施するための形態】
【００２１】
　図１には本発明に従って作製されたタビングの横断面図を示している。
【００２２】
　タビング１ではその凸状に湾曲した外面２上に膜４が設けられている。
【００２３】
　膜は分散接着剤層５と熱可塑性密封層６とを含み、分散接着剤層５はタビング１に面し
ている。
【００２４】
　膜は外面と繋がっている外側面（長側面７及び端側面８）の一部の領域に亘って、好ま
しくは少なくとも１つの側面上に、特に好ましくは全ての側面上に配置されている。図１
には２つの長側面７が示されている。好ましいものではないが、膜は外側面７及び８の全
体に広がっていてもよい。これにより特に、分散接着剤層、ひいては膜とタビングとの優
れた結合及び高い漏出保護レベルが確保される。その上、例えば外面と繋がっている外側
面の全ての側面上に膜が配置されていない場合と比較して接する膜の接触表面積が増大す
ることから、２つのタビング間の突き合わせ継手にてより大きい密封効果が達成される。
そのため、可逆的に軟化可能な分散接着剤の使用により、密封をタビングの外面及び外側
面へと相互に移動させることが可能となる。凸外面上に膜を付着させた後に接着結合が十
分に固化するまで短い時間待つだけでよいことから、この密封は非常に迅速に完了させる
ことができる。続いて、必要に応じて熱供給により分散接着剤を縁の領域にて部分的に溶
融させることができるプロセスである外側面の密封を行うことができる。
【００２５】
　加えて、膜の張り出した縁を隣り合うタビングの膜に結合させることもでき、これによ
っても密封効果の改善がもたらされる。
【００２６】
　加えて、外面及び側面と膜との結合の際、外面と膜との接着剤結合が固化するまで待た
なくてよいプロセスである連続プロセスにて外面及び側面を膜と結合させてもよい。
【００２７】
　分散接着剤層を、特に結合により外面２に完全に接続させることが好ましく、これによ
り漏出保護の改善がもたらされる。
【００２８】
　熱可塑性密封層６を可能な限り好適なものにするために、上記層は可能な限り水密とし
、また水又は水分に長期間曝された後であっても分解又は機械的に損傷しないものとする
。建築構造及び土木工学における密封目的に既に使用されている材料が熱可塑性密封層と
して特に適している。
【００２９】
　熱可塑性密封層は、軟化点が１１０℃超、好ましくは１４０℃～１７０℃の材料から作
製されることが有益である。熱可塑性密封層は有益には、熱可塑性密封層が損傷しないよ
うに又は引き裂かれないように、また密封層の密封機能に影響を及ぼさないように、例え
ば熱可塑性密封層とタビングとの温度により生じる膨張の差により引き起こされる応力に
適合することが可能であるように少なくとも僅かな弾性を有するものとする。
【００３０】
　熱可塑性封止層は、高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）、中密度ポリエチレン（ＭＤＰＥ
）、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、ポリエチレン（ＰＥ）、ポリプロピレン（ＰＰ）
、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリスチレン（ＰＳ）、ポリ塩化ビニル（Ｐ
ＶＣ）、ポリアミド（ＰＡ）、エチレン酢酸ビニル（ＥＶＡ）、クロロスルホン化ポリエ
チレン及び熱可塑性ポリオレフィン（ＴＰＯ）からなる群から選択される材料を含むのが
好ましい。
【００３１】
　熱可塑性密封層がポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）を含有することが特に好ましい。
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【００３２】
　熱可塑性密封層は５０重量％を超える、特に好ましくは８０重量％を超える上述の材料
からなるのが好ましい。
【００３３】
　加えて、熱可塑性密封層は、フィラー、ＵＶ安定剤及び熱安定剤、可塑剤、摺動剤、殺
生物剤、防炎剤、抗酸化剤、二酸化チタン又はカーボンブラック等の顔料、及び例えば染
料等の添加剤及び処理剤を含有することができる。このようなフィルムは実際には１００
％の熱可塑性材料からなるものではなくても、所与の材料から作製されたフィルムと称す
る、すなわちＰＶＣ及びこれらの添加剤から作製されたフィルムは１００％のＰＶＣ又は
軟質ＰＶＣからなるものではないが、ＰＶＣフィルム又は軟質ＰＶＣフィルムと称する。
【００３４】
　可撓性のポリ塩化ビニル系熱可塑性密封層として、建物の密封分野に従来使用されてい
るＰＶＣフィルム、特に軟質ＰＶＣフィルムを使用することが特に好ましい。このような
ＰＶＣフィルムは、特に可塑剤、通例フタル酸可塑剤を含有する。
【００３５】
　これらのＰＶＣフィルムを密封層として実際に使用することができるように、該ＰＶＣ
フィルムは可撓性であることが重要である。例えば硬質ＰＶＣフィルムを使用すると、フ
ィルムの施与中又は更には使用中に、例えば温度変化、フィルム上での歩行又は運転によ
り生じる機械的応力の結果として起こるフィルムの曲げ又は折り畳みの際に破断又は少な
くとも部分的な引裂きが起こり、その結果密封機能を確保することができなくなる。加え
て、実際に密封フィルムをロールの形で建設現場に運ばなければならないことが不可避で
ある。しかしながら、硬質ＰＶＣは巻き上げることができるものではない。
【００３６】
　特に好適なＰＶＣフィルムはSika AG（スイス）から販売されている製品Ｓｉｋａｐｌ
ａｎ（商標）　ＷＰ　１１００－２１ＨＬである。
【００３７】
　熱可塑性密封層の層厚は、ミリメートル範囲、通例０．２ｍｍ～１５ｍｍ、好ましくは
１ｍｍ～２ｍｍであるのが有益である。
【００３８】
　熱可塑性密封層６は可撓性、すなわち屈曲可能な平らなフィルムからなるのが好ましい
。熱可塑性密封層は、例えばカレンダリング又は押出により作製される。
【００３９】
　通例、膜４は、分散接着剤層５の形成のために、分散接着剤組成物を、好ましくは室温
にて熱可塑性密封層上に塗布し、熱供給によりそれをフラッシュオフさせる（flashing i
t off：蒸発分離させる）又は乾燥させることにより作製される。
【００４０】
　塗布は好ましくはスクイージング、噴霧、塗装、スタンピング、ローリング、ポアリン
グ、ブラッシング、ローリング、ディッピング又は押出により行う。
【００４１】
　２５℃で非接着性である分散接着剤層５を入手するのが好ましい。
【００４２】
　必要に応じて或る長さに切断するか、切り落とすか、巻き上げるか、又は直後に更に加
工することができる膜を入手するのが好ましい。
【００４３】
　タビングは図２に示されているように、外側面７、８の周囲に伸びる密封溝１０を備え
、該密封溝内に密封体１１が配置されている。密封溝はタビングにて形作られ、密封体は
該密封溝内に位置しており、該密封体は通例押し込められている。密封体１１は通例中空
体である。密封体の材料として特に適している材料は、密封リングの密封材料及び／又は
水膨潤性材料として知られるものである。本件では、「水膨潤性材料」という用語は水に
接すると、その体積が通例元の体積の２００％～１０００％へと数倍に増大する材料を意
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味するものと理解される。体積の増大を受けることに加えて、いくつかの水膨潤性材料は
水と化学反応することもできる。このような水膨潤性材料の例はポリウレタン系の膨潤物
質、特に水分により硬化することで弾性生成物を形成するシラン変性ポリマーである。こ
のような膨潤物質の更なる例は、「超吸収剤（superabsorbents）」（超吸収性ポリマー
、ＳＡＰ）という用語に組み入れられるベントナイト－ブチルゴム又はアクリル酸系ポリ
マー、典型的には例えばBASF SE（ドイツ）製のアクリル酸とアクリル酸ナトリウムとで
構成されるコポリマーからなる。
【００４４】
　密封体１１はエチレン－プロピレン－ジエンゴム（ＥＰＤＭ）からなるのが特に好まし
い。
【００４５】
　これは、結果として、２つのタビング間の突き合わせ継手にて浸透する水に対して更な
る密封障壁が構築されることによって、より大きな密封効果が達成されることから有益で
ある。
【００４６】
　タビングは図２及び図３から分かるように、外面２とホットメルト接着剤層５との間に
密封塗膜１２を備えるのが好ましい。密封塗膜はメタクリレート樹脂、ポリエステル樹脂
、エポキシ樹脂、ポリウレタン、好ましくは分散接着剤の形態のポリウレタン、及びポリ
尿素からなる群から選択される。エポキシ樹脂が密封塗膜として特に好ましい。塗膜が分
散接着剤からなる場合、該塗膜は分散接着剤層５をなすものと同じ接着剤又は異なる分散
接着剤であってもよい。
【００４７】
　このような密封塗膜１２は、結果としてタビングが水分の浸透から保護されるという点
で有益である。その上これにより、タビングの密封効果が強まる。タビングの作製におい
て、未処理体（green body）の硬化の際に多大な水分喪失を更に防ぐことができる。密封
塗膜１２は通例、噴霧又はブラッシングによりタビングに塗布される。
【００４８】
　その上、密封塗膜１２が全ての外側面７、８上に、特に外面２と密封溝１０との間の領
域上に少なくとも部分的に配されることが有益である。
【００４９】
　密封体１１には、流体、特に水の流れを低減する又は抑えるのに適した任意の材料を使
用することを考慮することができる。
【００５０】
　密封体は熱可塑性材料又は熱可塑性エラストマーからなるのが好ましい。熱可塑性エラ
ストマーには、結果として密封体が水平方向及び垂直方向の移動、特に構造物における機
械的応力に起因する移動に対する良好な弾性を有するという利点がある。密封体の良好な
弾性により、密封体の引裂き又は剥離、ひいてはシールの破損が抑えられる。
【００５１】
　本件では、熱可塑性エラストマーは、加硫エラストマーの機械的特性と熱可塑性材料の
加工性とを兼ね備えたプラスチックを意味するものと理解される。通例、このような熱可
塑性エラストマーは硬質セグメントと軟質セグメントとを含むブロックコポリマー、又は
いわゆる対応する熱可塑性成分とエラストマー成分とを含むポリマーアロイである。
【００５２】
　密封体の更なる有益な材料は、アクリレート化合物、ポリウレタンポリマー、シラン終
端ポリマー及びポリオレフィンからなる群から選択される材料である。
【００５３】
　本件では、「室温」は２５℃の温度を意味するものと理解される。
【００５４】
　本件では、「部分的に溶融するために」（"to partially melt" or "partial melting"
）、分散接着剤組成物を、いわゆるクロスオーバー温度（「Ｔｃｒｏｓｓｏｖｅｒ」）を
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超え、かつＤＩＮ　ＥＮ　１２３８に従った環球法を用いて測定された軟化点未満の温度
に加熱する。
【００５５】
　降伏価（flow limit）と称されることも多いクロスオーバー温度は、ＤＴＭＡ（動機械
的熱分析）により測定される損失弾性率の曲線と貯蔵弾性率の曲線とが交わる温度を表す
。本発明では、ＤＴＭＡ測定によるクロスオーバー温度の決定のために、下記のＤＴＭＡ
測定パラメータを使用する：
　機器：Ａｎｔｏｎ　Ｐａａｒ　ＭＣＲ　３００　ＳＮ　６１６９６６
　ソフトウェア　ＵＳ　Ｖ２．３
　Ｓｔａｍｐ：　２５ｍｍプレート（平滑面）
　測定ギャップ：（サンプル厚）　１ｍｍ
　温度傾斜：－１℃／分にて２００℃から９０℃
　振動周波数：　１Ｈｚ
　ガンマ振幅：　１％（０．８ｍｒａｄに相当する）。
【００５６】
　部分的な溶融は通例、実質的に、すなわち少なくとも２０℃、特に少なくとも３０℃、
好ましくは少なくとも４０℃で軟化点未満の温度で起こる。
【００５７】
　分散接着剤層５は非反応性の分散接着剤組成物からなるものであるのが好ましい。
【００５８】
　本件では、「非反応性の」分散接着剤組成物は室温で互いに又は空気成分と化学反応す
るポリマーを含まない分散接着剤組成物を意味するものと理解される。特にこのような非
反応性の分散接着剤組成物は、イソシアネート基又はアルコキシシラン基又はエポキシ基
又は（メタ）アクリレート基を含むポリマーを含まない。このため、非反応性の分散接着
剤組成物は、特にエポキシ樹脂（epoxies）、特に固体エポキシ樹脂を含有しない。
【００５９】
　その上、非反応性の分散接着剤組成物は分散液の形態である。「分散液」は互いに溶解
しない若しくは少ししか溶解しないか、又は互いに化学結合しない少なくとも２つの物質
の異種混合液を表し、該分散液は２つの相を含む。本発明では、分散液は別の液体中の固
体（懸濁液）又は液体（乳濁液）のこのような異種混合液を意味するものと理解される。
【００６０】
　分散液の液相は、好ましくは常圧での沸点が１２０℃未満、好ましくは９０℃未満の溶
媒、特に有機溶媒、又は水であるのが好ましい。
【００６１】
　液相は水であるのが好ましい。そのため、非反応性の分散接着剤組成物は水分散液であ
るのが好ましい。分散接着剤組成物は液相と固相とを含むのが好ましい。
【００６２】
　この組成物は分散液の形態であることから、これに関連してこのような溶媒は固相の固
体又は第２の液体を完全に溶解させることは不可能であることが明らかである。液相は水
であるのが最も好ましい。
【００６３】
　一方で非反応性の分散接着剤組成物又はポリエステル－ポリオール系ポリウレタン分散
液、及び他方で少なくとも１つ、好ましくは１つの不飽和Ｃ＝Ｃ二重結合を有する少なく
とも２つの異なるモノマーのラジカル重合により得られるコポリマーを含有する分散液が
特に好適であることが見出されている。
【００６４】
　ポリエステル－ポリオール系ポリウレタンは、ポリイソシアネートと好ましくは室温で
固体のポリエステルポリオールとを反応させることにより生成するのが好ましい。ポリエ
ステルポリオール自体はヒドロキシカルボン酸の重縮合、又は脂肪酸及び／又は芳香族ポ
リカルボン酸と二価若しくは多価アルコールとの重縮合、好ましくは短鎖ポリオール、好
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ましくは分子量が２５０ｇ／ｍｏｌ未満、特に１５０ｇ／ｍｏｌ未満のジオール若しくは
トリオール、若しくはポリエーテルポリオールとジカルボン酸若しくはジカルボン酸無水
物との重縮合により、反応生成物がヒドロキシル基を含み、そのためポリエステルポリオ
ールとなるのに好適な化学量論にて調製される。エチレングリコール、ジエチレングリコ
ール、プロピレングリコール、ジプロピレングリコール、ネオペンチルグリコール、１，
４－ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、３－メチル－１，５－ヘキサンジオー
ル、１，６－ヘキサンジオール、１，８－オクタンジオール、１，１０－デカンジオール
、１，１２－ドデカンジオール、グリセロール、１，１，１－トリメチロールプロパンと
、有機ジカルボン酸若しくはトリカルボン酸、特にジカルボン酸、又はそれらの無水物若
しくはエステル、例えばコハク酸、グルタル酸、アジピン酸、トリメチルアジピン酸、ス
ベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、マレイン酸、フマル酸、フタル酸、無水フタル酸
、イソフタル酸、テレフタル酸、トリメリット酸及び無水トリメリット酸等との縮合生成
物をポリエステルポリオールとして使用することが特に好ましい。
【００６５】
　コポリマーの生成に特に好適なモノマーは、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸
エステル、（メタ）アクリル酸アミド、エチレン、プロピレン、ブチレン、イソブチレン
、ブタジエン、イソプレン、スチレン、アクリロニトリル、ビニルエステル及びアリルエ
ーテルからなる群から選択される。このようなコポリマーは、特にラジカル乳化重合又は
溶媒重合により生成される。反応機構に起因して、重合は二重結合を介して起こる。その
ため、コポリマーはまた、もはや任意の（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸エステ
ル又は（メタ）アクリル酸アミド基を有していない。
【００６６】
　エチレン／酢酸ビニルコポリマーがこのようなコポリマーとして特に好ましいと考えら
れる。
【００６７】
　非反応性の分散接着剤組成物はポリウレタン分散液、特にポリエステル－ポリオール系
ポリウレタン分散液であるか、又はそれらの分散液を含有するのが好ましい。このような
分散接着剤は、例えばSika製のシーカサーム（ＳｉｋａＴｈｅｒｍ）（登録商標）－４１
００の商品名で得ることができる。
【００６８】
　非反応性の分散接着剤組成物が、ポリウレタン分散液、特にポリエステル－ポリオール
系ポリウレタン分散液と、少なくとも１つ、好ましくは１つの不飽和Ｃ＝Ｃ二重結合を有
する少なくとも２つのモノマーのラジカル重合により得られる少なくとも１つのコポリマ
ー、好ましくはエチレン／酢酸ビニルコポリマーとを含有し、ポリウレタン分散液と不飽
和Ｃ＝Ｃ二重結合を有する少なくとも２つのモノマーのコポリマーとの重量比が１００：
０～３０：７０、特に５０：５０の値であることが特に好適であることが分かっている。
【００６９】
　非反応性の分散接着剤組成物の全体重量におけるポリエステル－ポリオール系ポリウレ
タン及び少なくとも１つ、好ましくは１つの不飽和Ｃ＝Ｃ二重結合を有する少なくとも２
つのモノマーのラジカル重合により得られるコポリマーの比率は、好ましくは３０重量％
～７０重量％、特に５０重量％～４０重量％である。
【００７０】
　非反応性の分散接着剤組成物は液相と固相とを含むのが好ましい。
【００７１】
　固相は特に室温で固体のポリマーを含む。
【００７２】
　その上、非反応性の分散接着剤組成物の固体の溶融温度は６０℃～１２０℃、特に７０
℃～９０℃であることが好ましい。
【００７３】
　室温で固体のポリマーは、特に既述の好ましいポリエステル－ポリオール系ポリウレタ
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ン、及び少なくとも１つ、好ましくは１つの不飽和Ｃ＝Ｃ二重結合を有する少なくとも２
つのモノマーのラジカル重合により得られるコポリマーである。
【００７４】
　非反応性の分散接着剤組成物は水分散液であるのが好ましい。
【００７５】
　このような水分散液の場合、非反応性の分散接着剤組成物全体の重量における水の割合
は、好ましくは３０重量％～７０重量％、特に４０重量％～６０重量％である。
【００７６】
　固相又は第２の液相と液相とは生成において従来的に用いられる方法にて生成される。
ｉｎ－ｓｉｔｕ生成が好ましく、すなわち固相又は第２の液相をもたらす前駆体を、激し
く撹拌しながら液相へと添加し、それらを互いに反応させるのが特に好ましい。本明細書
において非常に好適な方法は、液相における不飽和Ｃ＝Ｃ二重結合を有する少なくとも２
つのモノマーの乳化重合であり、これにより直接所望の分散液を得ることができる。
【００７７】
　既に分散液の形態である２つ以上の分散液を互いに混合させることが有益である場合も
ある。
【００７８】
　このような非反応性の分散接着剤組成物の生成は、当業者にとって既知の方法にて行う
。考え得る最良の分散液を得るために、生成に高速ミキサ、特に回転子固定子ディスペン
サを使用することが好ましい。
【００７９】
　その上、非反応性の分散接着剤組成物は更なる成分を含むことができる。好適な更なる
成分は、特に可塑剤、接着促進剤、ＵＶ吸収剤、ＵＶ安定剤及び熱安定剤、蛍光増白剤、
殺真菌剤、顔料、染料、フィラー、並びに乾燥剤を含む群から選択される成分である。
【００８０】
　分散接着剤層の塗布重量は通例、５０ｇ／ｍ２～１０００ｇ／ｍ２、特に２００ｇ／ｍ
２～８００ｇ／ｍ２、好ましくは２００ｇ／ｍ２～４００ｇ／ｍ２である。ホットメルト
接着剤層の層厚は、好ましくは５０マイクロメートル～５００マイクロメートル、特に１
００マイクロメートル～３００マイクロメートルである。
【００８１】
　非反応性の分散接着剤組成物の塗布は表面全体に亘って格子パターン又は特別なパター
ンにて行うことができる。
【００８２】
　続いて、非反応性の分散接着剤組成物をフラッシュオフさせる。本明細書では、フラッ
シュオフした分散接着剤層５を備えた膜４が形成され、この膜は室温にて不粘着である。
【００８３】
　フラッシュオフの作用は溶媒又は水を蒸発させることである。いわゆるフラッシュオフ
時間、すなわち非反応性の分散接着剤組成物を塗布してから組成物が乾燥する、すなわち
不粘着となるまでに経過する時間は、好ましくは１０分～２４０分、特に３０分～９０分
である。
【００８４】
　フラッシュオフはフラッシュオフ手段により促進させることができる。フラッシュオフ
手段として、例えば好ましくは熱風又はＩＲ放射源を用いた送風機、特に空気送風機を使
用することが可能である。フラッシュオフは室温で、又は僅かに上昇した温度、特に６０
℃未満の温度で行うことができる。
【００８５】
　ここでは、分散接着剤組成物でコーティングした得られるフラッシュオフ膜４を必要に
応じて或る長さに切断するか、切り落とすか、巻き上げるか、又は直後に更に加工するこ
とができる。ここでは、コーティング膜のロールを必要に応じて保管又は輸送することが
できる。
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【００８６】
　膜の作製はフィルム作製工場において工業プロセスにて行うのが好ましく、コーティン
グ膜は、好ましくはコーティングされた膜の状態で建設現場へと届けられ、ロールから取
り出して使用される。このような上記のロールは、建設現場においてフラッシュオフを行
う必要がないという点で有益であり、また分散接着剤組成物が溶媒ベースのものである場
合、蒸発する溶媒をフィルム作製工場においてより単純かつ効率的に捕捉することができ
、その結果溶媒が環境に達して引火する可能性が抑えられることから、職業衛生、安全性
技術及び生態毒性の点から有益である。加えて、分散液組成物がフラッシュオフするまで
建設現場にて待つ必要がないことから、建設現場での作業プロセスが大幅に加速する。フ
ラッシュオフした分散接着剤組成物が不粘着であるという特性に起因して、コーティング
フィルムを容易に巻き上げることで、ロールの形で省スペースに保管及び輸送し、必要に
応じて再び展開する（unrolled）ことができる。ロール上の個々の層は互いに結合しない
のが好ましく、すなわち保管中に、特に長期の保管の場合にロールがくっつかないのが好
ましい。しかしながら、いくつかのあまり好ましくない場合、巻き上げる前に分離紙、特
にシリコン処理した分離紙をコーティング膜上に置くことにより、くっつきを完全に防止
することが推奨され得る。
【００８７】
　この膜はフラッシュオフした分散接着剤組成物の不粘着性に起因してタビング表面上で
移動させることができる。しかしながら、接着剤でコーティングした膜の正味重量に起因
して、この移動には或る特定の最低限の力が要求される。このことはこのようにして不要
な移動を避けることができることから有益なものである。したがって例えば、傾斜した表
面の場合、僅かな風によって意図せず滑り落ちたり、又は吹き飛ばされたりするのを強く
避けることができる。一方で移動に要する最低限の力は、添加剤（例えばフィラー）若し
くはフィルム厚を選択することにより調整することができ、又は他方でフラッシュオフし
た分散接着剤組成物の表面構造が接着剤の摩擦に多大な影響を与え得る。そのため例えば
、接着剤の摩擦を粗い接着剤表面により増大させることができる。この粗い接着剤表面は
例えば、不均一な接着剤塗布又は格子状の接着剤塗布によるものである。
【００８８】
　本発明による方法は、ａ）分散接着剤層５と熱可塑性密封層６とを備える膜４を上記外
面２上に、更には少なくとも該外面２と繋がっている上記タビングの外側面７、８の側面
上に配置する工程であって、該分散接着剤層５が該タビング１に面している、工程を含む
。
【００８９】
　膜４を外面２と繋がっているタビングの外側面７、８の全側面上に配置するのが好まし
い。
【００９０】
　本方法の更なる工程ｂ）では、熱を供給することで、分散接着剤層５を部分的に溶融さ
せる。
【００９１】
　工程ｂ）での熱供給は、ホットメルト接着剤層５の温度が少なくとも２０℃、好ましく
は少なくとも３０℃、特に少なくとも４０℃の温度で分散接着剤層の融点未満、すなわち
軟化点未満の温度を超えないように行うのが好ましい。
【００９２】
　工程ｂ）での熱供給は、好ましくは工程ａ）での膜４の配置の際に、特に配置の際に分
散接着剤層５とタビング１との間に形成される間隙１３へと行うことができる。
【００９３】
　更なる実施形態では、工程ｂ）では、熱を分散接着剤層５の反対側の膜４上に供給し、
熱可塑性密封層６を介して分散接着剤層５へと伝播する。膜４は外側面上への少なくとも
部分的な新たな熱供給により外面２の結合後のプロセスにて深絞りするのが好ましい。結
果として、連続した表面／縁の結合が形成される。
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【００９４】
　熱供給は熱風、火炎、誘導加熱又は誘電加熱により行うことができる。熱供給は熱が分
散接着剤層５、熱可塑性密封層６、若しくは外面２、該外面と繋がっているタビングの外
側面７、８の各側面上での過剰な負応力を生じず、又はそれらを破壊しないように行うの
が好ましい。
【００９５】
　分散接着剤組成物が部分的に溶融するために、分散接着剤組成物を少なくとも部分的に
流展させることが可能であり、その結果タビング表面との密接な接触が確保される。分散
接着剤組成物とタビング表面との接触は、例えばローラーにより印加される圧力により改
善させることができ、ローラーが本発明において好まれる。
【００９６】
　特に本明細書では、接着剤の加熱は６０℃～１２０℃、好ましくは７０℃～９０℃の接
着剤温度にて行う。
【００９７】
　工程ｂ）の下流にある工程ｃ）では、分散接着剤層５を冷却し、膜４とタビング１との
間に接着結合を形成する。この冷却は通例追加の補助手段を用いずに行われる。しかしな
がら場合によっては、特に短い時間後に直ぐにタビングの上に圧力がかかるか又はタビン
グの上を歩行する場合に冷却を加速させることが適切かつ有益である場合もある。これは
、例えば膜又はタビングを、冷却手段を用いて、例えば送風機、特に空気送風機によって
冷却することにより行うことができる。
【００９８】
　工程ｂ）での熱供給、ひいては分散接着剤層５の部分的な溶融は、下記のように行うこ
とができる：
　一工程において、膜４を外面２上にのみ配置し、工程ｂ）及び工程ｃ）を行い、続いて
、
　付加工程において、膜４を外面と繋がっている外側面７、８の全ての側面上に配置し、
　工程ｂ）及び工程ｃ）を行う。このような方法では、非反応性の分散接着剤組成物は繰
り返し溶融させ、再度冷却することができ、その一方で膜とタビングとの間の接着結合が
保証されることから、非反応性の分散接着剤組成物の使用が特に有益である。例えば、外
面の結合の際に分散接着剤層の領域を、熱を加えることで溶融させる場合、続く工程で該
領域が外面と繋がっている外側面７、８の側面の一方に置かれ、該側面と接続することに
なる。
【００９９】
　さらに、特に外面２上に配置された膜４と、外面と繋がっている外側面７、８の全側面
上に配置された膜４とが２つの別個の膜であることが有益である場合がある。しかしなが
ら、上記膜は水密性が確保されたままとなるように互いに接続、特に融着又は結合してい
なければならない。
【０１００】
　その上、外面２上に配置された膜４と、外面と繋がっている外側面７、８の全側面上に
配置された膜４とが１つの同じ膜であることが特に有益である場合がある。
【０１０１】
　さらに、工程ｃ）での分散接着剤層の冷却前及び／又は冷却中、特に工程ｂ）と工程ｃ
）との間に膜をタビング上に、特にローラー又はロールを用いて押し付けることが有益で
ある場合がある。
【０１０２】
　図３及び図４に本プロセスの工程ａ）及び工程ｂ）を示している。
【０１０３】
　図３では第１の実施形態が示されている。図３では工程ａ）において膜４をタビングの
外面２上に配置する。ここでは分散接着剤層５はタビング１に面している。特に、分散接
着剤層が不粘着性の分散接着剤層である場合、該層は外面上で移動させることができ、こ
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れにより例えば膜の最終的な位置決めが可能となる。
【０１０４】
　その上、図３には工程ｂ）の変形形態が示されている。図３では工程ｂ）において、工
程ａ）での分散接着剤層の配置に際して、熱を配置の際に分散接着剤層とタビングの外面
又は外側面との間で形成された間隙１３に供給する。熱に起因して、分散接着剤組成物の
部分的な溶融が起こる。結果として、分散接着剤組成物は軟かくなるか又は僅かに粘性と
なり、分散接着剤組成物をタビングに接続させることができるようになる。続く工程ｃ）
にて、分散接着剤組成物を再度冷却し、その結果として膜とタビングとの接着結合が起こ
る。
【０１０５】
　図４に更なる実施形態を示している。図４では、熱は工程ｂ）にて熱源１４によって分
散接着剤層５の反対側の膜４上へと供給され、熱可塑性密封層６を介して分散接着剤層５
上へと伝播される。熱に起因して、分散接着剤層５の部分的な溶融が起こる。結果として
、分散接着剤組成物は少なくとも部分的に流体となり、タビングと接触させることができ
るようになる。続く工程ｃ）にて、分散接着剤組成物を再度冷却し、その結果として膜と
タビングとの接着結合が起こる。
【０１０６】
　タビングは好ましくは口径０．５ｍ～５０ｍのトンネル構造物への使用に適している。
【０１０７】
　本発明の更なる態様は、本発明によるタビングを含有する構造物、特にトンネルに関す
る。
【実施例】
【０１０８】
　本発明は実施例を参照して下記で更に説明される。
【０１０９】
　Sika AG（スイス）から入手することができるトンネルメンブレンシーカプラン（Ｓｉ
ｋａｐｌａｎ）（登録商標）　ＷＰ　１１００－２１　ＨＬを、スキージによってSika A
utomotive GmbH（ドイツ）から入手可能な非反応性のポリウレタン分散接着剤シーカサー
ム（ＳｉｋａＴｈｅｒｍ）（登録商標）－４１００（非反応性のポリウレタン分散接着剤
）でコーティングした。シーカサーム（ＳｉｋａＴｈｅｒｍ）（登録商標）－４１００の
塗布重量は２５０ｇ／ｍ２とした。シーカサーム（ＳｉｋａＴｈｅｒｍ）（登録商標）－
４１００のクロスオーバー温度は、上記の方法によるＤＴＭＡにより約１１０℃と求めら
れた。得られた膜をMathysのオーブンにて８０℃で１０分間加熱した。続いてコーティン
グ膜を、スラブと膜との間に熱を供給することにより（ライスターヒートガン（電子）、
５００℃）、任意に前処理したガーデンスラブ（コンクリートベースの従来の歩行用舗装
スラブ）上に塗布した。
【０１１０】
　第１のサンプルでは、更にガーデンスラブを、ローラーによってシーカサーム（Ｓｉｋ
ａＴｈｅｒｍ）（登録商標）－４１００（塗布重量２５０ｇ／ｍ２）でコーティングし、
２３℃で３０分間フラッシュオフを行った。
【０１１１】
　第２のサンプルでは、ガーデンスラブを第１のサンプルの場合と同じようにコーティン
グしたが、７０℃で１０分間乾燥させた。 
【０１１２】
　第３のサンプルについては、分散接着剤をクシメ鏝によってスラブ及び膜上に塗布した
。続いてスラブ及び膜を７０℃で３０分間乾燥させた。
【０１１３】
　第４のサンプルは第１のサンプルと同じように作製したが、分散接着剤はガーデンスラ
ブに塗布しなかった。
【０１１４】
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　第５のサンプルは第２のサンプルと同じように作製した。但し、接着剤層の反対側の（
facing away from）膜の側面上に熱を供給することにより結合を生じさせた。
【０１１５】
　１分間～２分間各サンプルを冷却した後、大変満足のいく強度が手動試験にて観察され
た。
【０１１６】
　サンプル１～サンプル３について、剥離強度及び引張接着強度（それぞれの場合で９０
度の引き剥がし角度）を求め、このための被検査物は初めに２３℃で７日間保管した。
【０１１７】
　剥離強度はＤＩＮ　ＥＮ　１３７２に基づき求めた。この規格に対して下記の変更を加
えた：繊維セメントスラブの代わりにコンクリート製のガーデンスラブを使用した。サン
プルはローラー剥離試験では確認せず、その代わりに膜を加熱により２０ｃｍ×４０ｃｍ
の寸法のガーデンスラブの表面積全体に接着させた。続いてそれぞれの場合で、５ｃｍ×
２０ｃｍの寸法の切片を、カーペットナイフを用いて幅と平行に切断した。切片を引張試
験機の下の真ん中に置き、ガーデンスラブを付着させた。続いて、切片を９０度の角度で
引き剥がす力を求めた。表１に示される値は５つの個々の測定結果の平均値である。
【０１１８】
　引張接着強度をＳＩＡ　２７１に基づいて求めた。この規格に対して下記の変更を加え
た：
　基板として、２０ｃｍ×４０ｃｍの寸法のコンクリート製のガーデンスラブを使用した
。膜を加熱によりこのスラブ上に表面積全体に亘って接着させた。続いて、口径５０ｍｍ
の試験用スタンプを、瞬間接着剤を用いて膜上に付着させた。接着剤が硬化した後、試験
値を１００ｍｍ／分の引き剥がし速度にて求めた。
【０１１９】
　これらの測定結果を下記表１に示す。
【０１２０】
【表１】

【符号の説明】
【０１２１】
　　１　タビング
　　２　凸状に湾曲した外面
　　３　凹状に湾曲した内面
　　４　膜
　　５　分散接着剤層
　　６　熱可塑性密封層
　　７　長側面
　　８　端側面
　　１０　フレームの形態で外側面の周囲に伸びる密封溝
　　１１　密封体
　　１２　密封塗膜
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　　１３　間隙
　　１４　熱源

【図１】 【図２】
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【図３】

【図４】
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